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当初予算の概要

１ 当初予算の規模

当初予算額 ７,８６２億９５百万円（対前年度比 ＋６.３％）

《参考》 予算規模の推移（一般会計） (単位 億円)

(単位　百万円)

令和8年度 令和7年度 増　　減 増減率

当 初 当 初

予 算 額 予 算 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ＝Ｃ Ｃ／Ｂ

当 初 予 算 規 模
（ 一 般 会 計 ） 786,295 739,840 46,455 6.3%

区　　　分
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（１）自主財源・依存財源別内訳

２ 歳入の状況

令和８年度 令和７年度

当      　初 当      　初

予 算 額 Ａ 予 算 額 B Ａ－Ｂ=Ｃ Ｃ／Ｂ

198,827 193,847 4,980 2.6%

81,092 69,238 11,854 17.1%

36,357 32,772 3,585 10.9%

うち財政調整基金 7,400 9,800 ▲2,400  ▲24.5%

83,444 87,487 ▲4,043  ▲4.6%

14,229 13,298 931 7.0%

413,949 396,642 17,307 4.4%

32,656 30,069 2,587 8.6%

7,956 784 7,172 914.8%

187,312 180,300 7,012 3.9%

221 242 ▲21  ▲8.7%

96,883 85,944 10,939 12.7%

47,318 45,859 1,459 3.2%

う ち 一 般 分 47,318 45,859 1,459 3.2%

う ち 特 別 分 0 0 0 －

372,346 343,198 29,148 8.5%

786,295 739,840 46,455 6.3%

（単位　百万円）

区　　　分
増　減 増減率

自
主
財
源

県 税

地 方 消 費 税 等 清 算 金

繰 入 金

諸 収 入

そ の 他

計

依
存
財
源

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策特 別交 付金

国 庫 支 出 金

県 債

計

合　　　　計
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●地方交付税
地方財政計画に基づき、前年度に比べ、70億円増（＋3.9％）の

1,873億円となっています。

●県 債
公共事業等の財源に充てる一般分は、学校建設費等の県営建築事業の

進捗に伴う県債発行の増により、前年度に比べ、15億円増（＋3.2％）
の473億円となっています。
特別分（臨時財政対策債）は、地方財政計画に基づき発行予定は

ありません。

●県 税
税制改正に伴う暫定税率の廃止等により減少した一方、緩やかな

景気の回復を背景とした企業収益の増加による法人二税や個人県民税の
増収が見込まれるため、前年度に比べ、50億円増（＋2.6％）の1,988
億円となっています。

●地方消費税等清算金
全国の地方消費税の増収が見込まれるため、前年度に比べ、119億円

増（+17.1％）の811億円となっています。

●地方特例交付金
税制改正による暫定税率廃止等に伴う減収補填分の増のため、前年度

に比べ、72億円増（＋914.８％）の80億円となっています。

（２）一般財源・特定財源別内訳

35

令和８年度 令和７年度

当      　初 当      　初

予 算 額 Ａ 予 算 額 B Ａ－Ｂ=Ｃ Ｃ／Ｂ

198,827 193,847 4,980 2.6%

187,312 180,300 7,012 3.9%

0 0 0 －

137,965 117,839 20,126 17.1%

524,104 491,986 32,118 6.5%

96,507 85,495 11,012 12.9%

82,760 86,899 ▲4,139  ▲4.8%

47,318 45,859 1,459 3.2%

35,606 29,601 6,005 20.3%

262,191 247,854 14,337 5.8%

786,295 739,840 46,455 6.3%

（単位　百万円）

区　　　分
増　減 増減率

一
般
財
源

県 税

地 方 交 付 税

県 債 ( 臨 時 財 政 対 策 債 )

そ の 他

合　　　　計

計

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

諸 収 入

県 債 ( 上 記 以 外 )

そ の 他

計
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（１）主要項目別内訳

３ 歳出の状況

令和８年度 令和７年度

当      　初 当      　初

予 算 額 Ａ 予 算 額 B Ａ－Ｂ=Ｃ Ｃ／Ｂ

172,634 159,025 13,609 8.6%

156,615 150,921 5,694 3.8%

15,973 8,053 7,920 98.3%

85,878 84,676 1,202 1.4%

58,826 55,928 2,898 5.2%

68,180 66,988 1,192 1.8%

55,356 55,434 ▲78  ▲0.1%

12,824 11,554 1,270 11.0%

6,421 6,462 ▲41  ▲0.6%

17,164 13,858 3,306 23.9%

63,704 66,943 ▲3,239  ▲4.8%

200,867 189,067 11,800 6.2%

112,421 96,693 15,728 16.3%

200 200 0 0.0%

786,295 739,840 46,455 6.3%

（単位　百万円）

区　　　分
増　減 増減率

給 与 関 係 経 費

単 独 公 共 事 業

災 害 復 旧 事 業 費

県 営 建 築 事 業 費 等

一 般 行 政 経 費

施 策 的 経 費

う ち 職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

公 債 費

扶 助 費

公 共 事 業 関 係 費

補 助公 共 ・ 直 轄事 業 負 担金

税 関 係 交 付 金

予 備 費

合　　　　計
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●給与関係費
職員給与費は、主要課題に迅速かつ的確に取り組むための体制を強化

するなど、重点的な職員配置を行ったことや、給与改定の影響により、
増となったため、前年度に比べ、57億円増（＋3.8％）となっています。
退職手当については、定年退職年齢の引き上げの影響等により、前年

度に比べ、79億円増（＋98.3％）の160億円となっています。

●公債費
県債の発行金利が上昇していることから、前年度に比べ、12億円増

（＋1.4％）の859億円となっています。

●扶助費
保育・幼児教育関連事業や障害者自立支援給付費の増等により、

前年度に比べ、29億円増（＋5.2％）の588億円となっています。

●公共事業関係費
補助・直轄事業については、前年度とほぼ同額（△0.1％）の554億円

となっています。
また、単独公共事業は、地方財政計画等を踏まえ、前年度に比べ、

13億円増（＋11.0％）の128億円となっています。

●県営建築事業費
学校建設事業の進捗などにより、前年度に比べ33億円増（＋23.9％）

の172億円となっています。

●施策的経費
物価高対策・賃金引上げ関連施策などの積極的な実施や、高等学校授

業料無償化・学校給食費負担軽減への対応のため、前年度に比べ、
118億円増（＋6.2％）の2,009億円となっています。

●税関係交付金
市町交付金の増により、前年度に比べ、157億円増（＋16.3％）の

1,124億円となっています

令和８年度 令和７年度

当      　初 当      　初

予 算 額 Ａ 予 算 額 B Ａ－Ｂ=Ｃ Ｃ／Ｂ

1,482 1,485 ▲ 3  ▲0.2%

45,138 47,022 ▲1,884  ▲4.0%

111,048 107,788 3,260 3.0%

26,167 23,356 2,811 12.0%

4,719 2,980 1,739 58.3%

37,825 35,448 2,377 6.7%

87,861 89,713 ▲1,852  ▲2.1%

71,633 70,669 964 1.4%

42,277 39,354 2,923 7.4%

153,285 134,044 19,241 14.4%

6,361 6,412 ▲51  ▲0.8%

85,878 84,676 1,202 1.4%

112,421 96,693 15,728 16.3%

200 200 0 0.0%

786,295 739,840 46,455 6.3%

区　　　分
増　減 増減率

議 会 費

総 務 費

民 生 費

（単位　百万円）

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合　　　　計

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

警 察 費

（２）目的別内訳
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（３）性質別内訳

令和８年度 令和７年度

当      　初 当      　初

予 算 額 Ａ 予 算 額 B Ａ－Ｂ=Ｃ Ｃ／Ｂ

172,634 159,025 13,609 8.6%

85,878 84,676 1,202 1.4%

58,826 55,928 2,898 5.2%

317,338 299,629 17,709 5.9%

112,421 96,693 15,728 16.3%

429,759 396,322 33,437 8.4%

補 助 公 共 47,117 47,027 90 0.2%

直 轄 負 担 金 8,239 8,407 ▲168  ▲2.0%

単 独 公 共 12,824 11,554 1,270 11.0%

公 共 事 業 計 68,180 66,988 1,192 1.8%

17,164 13,858 3,306 23.9%

8,662 9,579 ▲917  ▲9.6%

94,006 90,425 3,581 4.0%

6,421 6,462 ▲41  ▲0.6%

100,427 96,887 3,540 3.7%

32,449 28,745 3,704 12.9%

5,363 5,278 85 1.6%

123,360 111,427 11,933 10.7%

82,066 85,204 ▲3,138  ▲3.7%

12,871 15,977 ▲3,106  ▲19.4%

256,109 246,631 9,478 3.8%

786,295 739,840 46,455 6.3%

（単位　百万円）

区　　　分
増　減 増減率

義
務
的
な
経
費

義
務
的
経
費

人 件 費

公 債 費

扶 助 費

義 務 的 経 費 計

合　　　　計

そ
の
他
の
経
費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

貸 付 金

そ の 他

その他の経費計

税 関 係 交 付 金

義務的な経費計

投
資
的
経
費

普
通
建
設
事
業

公
共
事
業

県 営 建 築 事 業

そ の 他

普 通 建 設 事 業 計

災 害 復 旧 事 業

投資的経費計
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４ 令和８年度当初予算における財源不足及び財源調整用基金の状況

▼

▼

▼

※当初予算ベース

《基金残高の推移》（単位 億円）《財源調整用基金の状況》 （単位 億円）

財 源 不 足 額 ▲３４億円

区 分 R４ R５ R6 R7 R8

基金残高 90 98 117 147 162

▼ 「成長と安心の好循環」に向けた取組に係る新規施策を積極的に構築した一方で、予算編成過程における経費削
減、歳入確保等の取組により、財源不足額は34億円となりました。

また、89億円を財源調整用基金に積み立て、最終的な令和7年度末の基金残高は236億円となります。

令和８年度当初予算において財源不足への対応（34億円）と令和7年度との財源調整（40億円）のため財源調整
用基金を取崩したことで、令和8年度末の基金残高（見込）は162億円となります。

うちR8財源分 40 うち財源調整 40

うち財源不足 34

年 度 末 残 高
( 見 込 )

147 236 162

残高増加額 89 取 崩 額 74

区　　分
令和7年度 令和8年度

当初予算 最終予算後 当初予算
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５ 県債残高の状況

一般分の県債に係るプライマリーバランスは、平成１３年度以降、２６年連続で黒字 （＋ ５７億円の黒字）

《参考》プライマリーバランスの推移 （単位 億円）

※当初予算ベース

※H29末～R６末は決算、R７末は３月補正後予算、R８末は当初予算ベース

（単位 億円）

県債残高の状況

プライマリーバランス（公債費－県債発行額）の黒字の堅持
▼

▼ 県債全体のプライマリーバランスも、１５年連続の黒字 （＋３８６億円の黒字）

県債残高は、臨時財政対策債を発行しないこと等により、減少する見込みであり、平成２５年度以降、減少基調を維持▼

▼ 一般分の県債残高について、令和７年度は、国の「「強い経済」を実現する総合経済対策」に対応するための県債の追
加発行により増加するが、令和８年度は再び減少に転じる見込み

Ｈ29 Ｈ30 R元 R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８

208 160 104 230 55 330 439 432 388 386

う ち 一 般 分 223 136 1 114 103 89 126 107 51 57

う ち 特 別 分 ▲28 11 90 103 ▲60 237 310 325 337 329

県債全体

区　分

Ｈ29 Ｈ30 R元 R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８

12,402 12,265 12,201 12,109 11,839 11,511 11,113 10,772 10,628 10,313

(▲171) (▲137) (▲64) (▲92) (▲270) (▲328) (▲398) (▲341) (▲144) (▲315)

7,266 7,112 7,118 7,025 6,986 6,932 6,847 6,818 6,999 6,994

(▲215) (▲154) (6) (▲93) (▲39) (▲54) (▲85) (▲29) (181) (▲5)

5,081 5,109 5,052 5,065 4,846 4,577 4,266 3,954 3,629 3,319

(57) (28) (▲57) (13) (▲219) (▲269) (▲311) (▲312) (▲325) (▲310)

区　分

県債残高

う　ち
特別分

う　ち
一般分
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６ 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費
（単位 千円）（単位 千円）

○経費の総額 １,３４０.６億円（うち一般財源１,１３７.１億円）
○上記に充てる引上げ分の地方消費税収

        ２１５.５億円（市町交付金を除く）

○社会保障施策に要する経費への充当
・社会保障の充実 １４１.５億円

子ども・子育て支援の充実 １0４.１億円
難病等の特定疾病への対応 ２５.０億円 など

・社会保障の安定化 ７４.０億円
 後期高齢者の医療対策費や

介護給付費の負担 ７２.７億円 など
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